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大手製造業の海外売上高比と利益， 

従業者数，研究開発費の相関関係 

 
〇若生彦治（国際印刷大学校） 

 

１ はじめに 

日本の経済産業は加工貿易に依存している。国内の大手製造業は 1980 年頃より市場開拓或いは低労

働賃金を目的にアジア，とくに中国へ生産事業所を移転している。一部の大手製造業は海外売上高比率

が 5割に達している。生産事業所の海外移転は，日本国内で企業活動している中小製造業数や大都市雇

用圏から遠距離に立地している地方の町村の住民(人口)数，農業就業者数を減少，産業構造を変容させ

ている。 

生産事業所の海外移転は，国際的には海外生産比率の増大，国内製造業の規模の経済性喪失，国際競

争力の弱体化，海外民族系企業の台頭という連鎖を誘発している。国内的には，資本・技術・設備の国

外流出，安価な海外生産品への依存度の増大，国内消費需要の縮小，労働者賃金の下落という経済収縮

を惹起している。その経済収縮は大都市雇用圏から遠距離に立地している地方の中小企業，農業の衰退

を加速させている。 

本文は，地方の産業振興策の基礎資料を得るため，製造業の海外移転の動向および大手製造業の連結

売上高と国内従業者数，固定資産額，研究開発費との相関関係を分析する。 

２ 海外移転と研究開発 

海外移転の目的は企業規模で異なる。大手製造業の海外移転の目的(2007 年，参考文献 1)は，国際的

な生産流通網の構築(34.7％)，現地の市場開拓(24.7)，労働力の確保・使用(13.7)，第三国への輸出(5.4)，

日本への逆輸入(5)，情報収集(3.9)，関連企業の海外移転に随伴(2.8)および商品などの企画開発・研究

(2.1)にある。中小製造業の移転目的は，大手製造業との取引関係の維持，輸送費の削減および短納期化

への対応にある。日系企業の現地企業法人数は，1970 年代以降より増大していたが(図 1)，1997 年以降

より単年度当り設置数が減少方向へ転じている。現地企業法人の撤退・被合併数は年々上昇，現地企業

法人数の約 3分の 1に達している。撤退・被合併数の上昇は，日本と海外との労働賃金格差の縮小，国

際的な生産流通網の構築，新製品市場の価格競争激化に起因している。 

企業化社会において国民の所得は企業の業績に依存している。国内に移入してきた企業の活動は，現

地政府の外資系企業に対する現地化政策に束縛される。各国の政府は国益最優先の原則に基づき，外資

系企業に対抗できる民族系企業を育成する観点から現地化政策を展開している。中国政府は外資系企業

に対する優遇税率，資金・送金・貿易・小売販売の制限，参入業種・企業の許認可基準，労働契約の規

則を時々刻々と変更している。優遇税率の撤回は外資系企業にとって移転の利点を消滅させる。優遇税

率の撤廃に伴い中国政府の税収は増大している。その税収は中国内陸部の経済開発へ投入されている。

外資系企業は，中国の経済発展，社会保障費拠出，終身雇用，賃金上昇に貢献している。日本で企業活

動している外資系企業(参考文献 2)は，同規模の日本国内企業と比べて利益率および海外取引比率が大

きく，従業者数が少なく，研究開発費が４～6 倍と高く，産業集積地に立地している。外資系企業の存

続条件は不明であるが，付加価値の高い新製品の研究開発生産販売にあると考えられる。技術の流出，

賃金上昇および市場参入規制は撤退，被合併数を上昇させている。 

３ 地方の中小製造業 

国内中小製造業の平均給与額は，従業者数規模別および県別で格差がある。労働生産性は 1位の東京

都が 1,001 万円(=2003 年度総生産額／就業者数)，47位の青森県が 575 万円，その格差が 2倍弱ある。

大都市雇用圏からの地理的距離が遠くなると，従業者の平均給与額および労働生産性は低下している(図

2)。立地距離は市場・流通，基盤産業・産業集積の形成過程に深く関与している。基盤産業が特定の産 
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図1　大陸別日系現地法人数の累計
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業に偏っている産業構造は外部経済環境変化に対して脆弱である。図2は各県の大都市雇用圏までの地理

的距離および同じ県内にある製造業の1事業所当たり従業者数規模別(「区」)と従業者１人当たり平均現

金給与比(「平均給与比」)の関連性を示す。図2の縦軸は1事業所当たり従業者１人当たり平均給与比Ｙ，

図2の横軸Ｒは製造事業所が所在する各県(9県の県庁所在地)と大都市雇用圏との経済的距離Ｒ，１/Ｒ＝

∑(大都市圏の2003年総生産比Ｆ/大都市雇用圏までの直線距離)である。Ｆの値は東京圏(東京，千葉，

埼玉，神奈川)を基準(＝1)とする大阪圏(大阪，兵庫)が0.43，愛知県が0.22，福岡県が0.11となる総生

産額の比率である。図2の◆印および■印は300人以上区および4～9人区のＹの実測値を表す。Ｒの値が

大きくなるとともにＹの値は下がる。Ｒの値が同じでも従業者数規模が小さくなるに従ってＹの値は下

がる。ＹとＲの相関関係(図2の点線)は，300人以上区がＡＡ点線[ＹA＝2.32－0.352Log(R)，補正Ｒ20.433，

切片のt値6.93，勾配のt値－2.31]，4～9人区がＢＢ点線[ＹB＝1.32－0.28Log(R)，補正Ｒ20.645，切片

のt値7.54，勾配のt値－3.56]と算出された。図2の⑦のＹは広島県の300人以上区の実績値であり，推定

値(ＡＡ点線)よりも高い値である。広島県の平均給与比は，経済的距離に依存する推定値を上回る高い

水準にある。②のＹは秋田県の実績値であり，経済的距離に依存する推定値を下回っている。⑨のＹは 

図2　製造業従業者1人当り平均給与比と経済的距離
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長崎県の実績値であり，経済的距離に依存する推定値を300人以上区において上回り，4～9人区において

下回っている。ＹはＲ，総生産額および従業者数規模以外の産業集積密度の高低の影響を受けていると

考えられる。図3は印刷業の2000～2004年の従業者数規模別労働分配率，1企業当り有形固定資産装備額

(=有形固定資産投資総年額／従業者数)および有形固定資産投資生産性(=粗付加価値額／有形固定資産投

資総年額)を表す。印刷業の従業者1人当たり有形固定資産投資総額は，中小規模が1.05百万円以下，大規

模が1.04百万円以上である。有形固定資産投資総年額は従業者数に比例している。100人未満区企業は有

形固定資産投資合計額が小額(図3の●印)で済む事業分野で活動している。中小企業は労働分配率が高く

労働集約型印刷業務を担っている。500人以上区企業は有形固定資産投資合計額が巨額(図3の■印)である

事業分野で活動している。大企業は機械設備に依存する資本集約型大量生産業務(半導体加工設備，パタ

ーン印刷，液晶機器素材，液晶パネルカラーフイルム，DTP)を担っている。零細企業は技術進歩に伴い

淘汰されている。大企業は技術進歩に伴う設備投資額の巨額化と相俟って付加価値の低い事業から撤退，

外注へ委託している。100～199人区は零細企業の淘汰および大企業からの委託があり，労働分配率，有

形固定資産投資額と現在の市場規模(売上高)との均衡が他区と比べて相対的に安定していると思われる。 

図３  印刷業従業者数規模別の労働分配率
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＊：2000～2004年の基礎統計値の一部が不明。 

４ 大手製造業の海外売上高比率と研究開発費 

経済発展要因は，マクロ的要因として人的資源(労働者数)，消費市場規模(人口，所得)，資本蓄積(貯

蓄率)，科学技術(研究開発)の進歩，政府の経済産業戦略(投資，企業誘致)，外部経済環境の変動，これ

らの変動に対する経済主体(国，企業，個人)の経営能力など無数にある。経済発展の結果は総生産，売

上高で表わされている。経済発展要因と発展結果は因果関係があり，その関連性の強弱が時間で変動し

ている。 

人口，技術および経済成長の関連性について閉鎖経済に二部門成長モデルを取り入れ，経済効用関数

が最大となる条件下における労働資本比率と出生選択の関連性が推量している。成人(親)の生産能力と

子供への投資能力が均衡し，子供の出生率と教育時間が負の関係にあり，経済が成長すると出生率が低

下すると推定(参考文献 3)されている。この推定結果を製造業の海外移転および研究開発に適用すると，

他国の経済成長に伴って本国企業の研究開発(売上高への貢献)および海外移転(子会社の親会社のへの

貢献)は次第に収斂する方向へ向かうと考えられている。収斂はマクロ(製造業全体)とミクロ(業種，個

別企業)で異なると思われる(仮設)。この仮説を確かめるため，海外売上高比率を公開している企業を対

象に海外売上高比率と研究開発の関連性を回帰分析した。 

上場企業 44社の連結売上高，海外売上高，従業者数の相関関係は，連結 1人当たり売上高の 01/02(ｔ)

期平均と 06/07(ｔ＋5)期平均の 2期間，5年間の差(単位：万円/人)より求めた。 
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  国内売上高 S(1-R)=給与総額 W*L＋設備費(固定資産)F＋研究開発費 D＋原材料費 M＋ 

諸経費 C＋利益 E*S-海外売上高 S*R 

ｔ期とｔ＋5期の 2期間の売上高差は，(M5/L5-Mt/Lt)+(C5/L5-Ct/Lt)=0 と仮定すると， 

ΔＹ(1-R)2＝ι*(ω5*Ｗ5-ωｔ*Wt)+κ*ΔA2+λ*ΔV2+ΔYE2-ν*(ψ5*Y5*R5- 

      ψt*Yt*Rt)+ξ 

 ΔＹ(1-R)2，ΔA2，ΔV2，ΔYE2 およびΔYR2 は国内従業者 1人当たり売上高，固定資産，研究開発費，

連結利益および連結海外売上高のｔ期平均とｔ+5期平均の差である。ψt=t 期の連結国内従業者 1人当

たり海外売上高／t 期の連結海外現地従業者 1 人当たり海外売上高。ι，κ，λ，μ，νは相関係数。

ξは定数(外生変数)。 

売上高，期末従業者数および固定資産の基礎データは日本経済新聞社(2008)「連結指標」『日経経営指

標 2007 全国上場会社版』，従業者 1人当たり平均給与および研究開発費の基礎データは東洋経済新報社

(2007)『会社四季報秋 4集』の単独決算値を引用した。 

ω5=2，ωt=1，ψ5=3，ψ1=1 のときの補正決定係数 0.1383，ξ切片-440(ｔ値-1.69)，ι平均給与

0.118(0.89)，κ固定資産-0.04(-0.206)，λ研究開発費 0.309(-0.51)，μ連結利益率 0.551(1.462)，
ν海外売上高 0.055(2.254)である。連結売上高と研究開発の関連性は希薄である(図４)。関連性が

希薄となる理由は，ソフト開発(ゲーム機器)，医薬品，液晶テレビの研究開発型業種と機械金属(鉄
鋼)，化学プラントの設備型業種が混在していることにある。業種別の分析は今後の課題である。 

図4　44社の連結売上高と単独研究開発費
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